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☆夏休み前の特別企画、環境問題専門のサイト紹介

地球を上空から観測コンピュータ画像

がリアルタイムに誰でも見れる

地球観測利用推進センターEORCのご紹介
http://www.eorc.nasda.go.jp/

宇宙航空研究開発機構では、地球観測衛星
からのデータを最大限に活用すべく研究体
制を充実し、究極の目標である温暖化等の
地球規模の変動の解明と予測を実現するた
めの研究開発に取り組んでいます。

《エネ》ＮＥＯＭＡＸは12日、
磁石の強さの指標であるエネル
ギー積で世界最高の数値を持つ
ネオジム・鉄・ボロン系焼結磁
石（製品名ネオマックス）の生
産技術を開発したと発表した。
同磁石はハイブリッド自動車（
ＨＶ）の駆動用モーターやエア
コンの圧縮機用モーターなどに
使用可能。高性能化によって磁
石も小型化でき、モーターの軽
量化につながる。
《エネ》ライス米国務長官は12
日午後、ソウルに到着し、韓国
外交通商相と、13日午前に盧武
鉉大統領と相次いで会談し、７月
最終週に北京で開かれる、北朝
鮮の核問題をめぐる第４回６か
国協議への対応策について協議
した。長官はまた、北朝鮮が核
廃棄に応じた場合、韓国が単独
で２００万キロ・ワットの電力
を供給するとの韓国の「重大提
案」について、「北朝鮮のエネル
ギー需要に応えるもの」と評価
する一方、「核廃棄に応じなけ
れば何も始まらない」として、
核廃棄の決断なしには経済支援
はないことを強調した。
（読売新聞）7月13日
《環境》米エネルギー省のエネ
ルギー情報局（ＥＩＡ）は最新
の月報で、原油高でも世界原油
需要は今後も旺盛で、2005年、
2006年共に伸び率は2.5％にな
るとの見通しを示した。
今後２年間は、中国の原油需要
の増加が世界の原油消費を押し
上げる見通し。ＥＩＡは、こうし
た需要増に対応するため、石油
輸出国機構（ＯＰＥＣ）の増産
が必要になると指摘。非ＯＰＥ
Ｃ国の原油供給は2005年と2006

年に日量８０万バレルしか増え
ないとして、「世界需要の増加
をまかなうとは期待できない」
と予想。（ロイター） 7月13日
《環境》排水処理や上水設備な
どの事業するソリトン（生駒市
）は、へどろが出ない排水処理
装置「リバージュプロセス」を
開発。すでに国内で2カ所で導
入し安定処理を確認したことか
ら国内で本格発売に乗り出した
。従来の排水処理技術は維持管
理費が高い上に、大量に発生す
る汚泥の処理施設が必要だった
。しかし、同装置は処理施設が
不要なだけでなく、維持管理コ
ストも削減。万が一のへどろ発
生時に処分費用を補償する保険
制度も付けた。地球温暖化防止
のため各企業が環境保全に取り
組む中、同装置の本格発売は対
象業種となる食品・染色工場や
病院などにとって朗報といえそ
うだ。（奈良新聞）7月13日
《環境》沖縄県農業試験場は１
２日、キクやトマトなどの果菜
類の害虫マメハモグリバエの幼
虫に産卵、捕食する昆虫ハモグ
リミドリヒメコバチが天敵農薬
として農水省の登録認可を受け
たと発表した。豊見城市の減農
薬トマト栽培実験でも成果を上
げており、農薬の散布を減らし
、安心・安全な付加価値の高い
農産物の生産が期待できる。
琉球産経は住友化学と共同で「
ミドリヒメ」の商品名で農水省
から認可を受けた。生産と県内
販売を琉球産経が手掛け、住友
化学が県外で販売する。県内で
の販売開始は農協を通じて11月
ごろを予定している。
　豊見城市で栽培される「ちゅ
らとまと」にもこの天敵農薬が
使われており、化学農薬散布の

回数が従来の半分で済んだとい
う。「ちゅらとまと」の栽培で
は化学肥料を減らすことにも成
功しており、３月には栽培マニ
ュアルが作成された。
（琉球新報） 7月13日
《エネ》国際エネルギー機関
（IEA）は、2005年の全世界に
おける石油需要はゆるやかな伸
びを示すとの予測を示した。主
な原因は米国と中国の石油消費
の伸びが減速するため。中国に
関しては、統制価格が増産の意
欲を減じ、結果として消費を抑
制すると予測した。
中国に関しては、2005年の1日
あたりの石油需要の伸び幅は10
－36万バレル減少し、伸び率で
は前年比5．5％になるとした。
また、06年の伸び率は7．2％と
した。
IEAは、石油消費の伸びが減速
するのは、中国政府が交通用燃
料と電力の価格を統制している
ことが関係していると説明して
いる。
価格統制により、中国の製油所
にとっては、フル操業を続ける
ことが経済的に引き合わなくな
り、そのことが石油消費を抑制
する効果をもたらすとした。
（編集担当：如月隼人）
（サーチナ・中国情報局）
　　　　　　　　　　7月14日
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